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会員　各位
一般社団法人日本臨床整形外科学会
自賠・労災委員会
交通事故診療における症状固定・後遺障害の考え方
拝啓　時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
　本会自賠・労災委員会宛てに会員の皆様より、交通事故診療における症状固定・後遺障害に対するお問い合わせが多数寄せられています。
　つきましては、下記のとおり、本委員会にて交通事故診療における症状固定・後遺障害の考え方をまとめましたのでお知らせいたします。
　ご一読下さいますようお願い申し上げます。
敬具
記
１．はじめに
　　交通事故診療は、加害者・被害者間の損害賠償が関連するため、医療機関に双方、特に加害者側は損保会社が加わり、トラブルが持ち込まれることもある。
　　医療機関は、特に治療期間が長くなった事例の扱い方や後遺障害診断書の作成について、症例により様々な対応が必要となる。
　　また、自賠責保険では、被害者に7割以上の過失割合がない限り保険金が減額されることはない、という独自の運用（自動車損害賠償保障法　いわゆる自賠法）も理解しておく必要がある。
２．症状固定とは
　ア　労災保険上の症状固定
　　　労災保険上、「症状固定」は「治ゆ」と同義であり、次のように定義されている。
　　　労災保険の「治ゆ（症状固定）」とは、業務上の負傷又は疾病に対して、医学上一般に認められた医療を行っても、その医療効果が期待し得ない状況に至ったものであり、負傷にあっては創面がゆ合し、その症状が安定し医療効果が期待し得なくなったとき、疾病にあっては急性症状が消退し、慢性症状は持続してもその症状が安定し、医療効果がそれ以上期待し得ない状態になったときをいう。
　　　労働基準監督署長（以下「監督署長」という）が、医師の意見（医学的に上記の状態になったと担当医が判断し、意見書や診断書を作成することが多い）やレセプト審査を通じて把握した医療情報等を踏まえて「治ゆ（症状固定）」を判断する。つまり、担当医の意見を無視して、監督署長が後遺障害の等級を決定することはほとんどないと考えられる。労働局が担当医に疑義照会をしたり、地方労災委員（医師）に診察を求めることもあるので、医師の意見や判断には、非常に重みがあると言えるだろう。また、監督署長の判断が間違っていたということにより、支給取り消しが却下される場合もある。
　　＜参考＞
　　http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000002c0vt-att/2r9852000002c18c.pdf

　　監督署長の判断を取り消した事例
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11400000-Roudoukijunkyokuroudouhoshoubu/0000069963.pdf

　イ　自賠責保険上の症状固定
　　　交通事故診療においても労災保険と同じ「症状固定」の考え方がある。
　　　「自賠責保険（共済）における後遺障害とは－診断書作成にあたってのお願い－」（平成28年5月損害保険料率算出機構発行）によると、「『傷害がなおったとき』とは、その症状が安定し、一般的な治療を行ってもその治療効果が期待できなくなったときをいい、これを『症状固定』といいます。」としている。
　　　そして、「治療効果が期待できなくなったときとは、症状の回復・改善が期待できなくなった状態をいいますが、投薬・理学療法などの治療により一時的な症状回復が認められるに過ぎない場合も含まれます。」としている。
３．交通事故における留意点
　交通事故診療は、加害者・被害者間の損害賠償における損害項目の一部をなしている。双方の損害に対する補償を決めて行く上で、加害者・被害者の過失も考慮される。
　しかし、その損害額は、後遺障害による損害を含めて損害保険料率算出機構が調査し、自賠責保険会社が最終的に支払額を決定する運用となっている。
　また、後遺障害診断書が提出された場合、示談交渉の過程で任意保険会社が「後遺障害等級を事前認定に出します。」として、損害保険料率算出機構の調査事務所を通じて被害者の後遺障害等級の事前認定を行うこともある。
　つまり、「症状固定」は担当医が医学的・専門的見地から判断し、意見書や診断書にその旨を記載するが、それらを参考に補償を提案するのは、任意保険会社となる。
　もし、被害者に加害者（任意保険会社も含む）から提案された補償内容に不服があり損害賠償の争いになった場合は、裁判所が最終判断を行うことになる。
４．担当医あるいは後遺症障害診断書作成を相談された医師としてどう対応するか？
　ア　基本的な対応方法
　　　症状固定及び後遺障害の有無・程度は、労災保険の場合は監督署長が「判断」し、交通事故の場合は損害保険料率算出機構（調査事務所）が「認定、決定」する。
　　　担当医は、これらの判断や認定の参考・根拠になる診断書や意見書を作成する立場にあるのである。
　　　よって、担当医あるいは後遺障害診断書作成の相談を受けた医師は、医学的に症状固定の判断を明確にしておくことが必要である。
　　　したがって、経過を診ている担当医あるいは相談を受けた医師は、
・加療による症状の改善が認められているのか
・加療による症状の改善がはっきりしない場合や不明な場合、いつの時点で判断するのか
によって、症状固定の時期であるかどうか、いつ症状固定を判断するか等、意見を述べなければならないのである。
　　　交通事故診療においても医学的な症状固定の判断は、労災の治ゆに準じて医師が判断すべきであり、担当医や相談を受けて文書を作成した医師の意見に重きが置かれなければならない。
　　　もちろん、医師が被害者である患者に対して、不必要な入院あるいは通院指示、検査・投薬、理解しがたい診療報酬上の加算の算定等を行ってはならない。
　　　また、担当医が「あなたは何級相当の障害がある」、「あなたは何級の障害がもらえるかもしれない」と患者に伝えることは、それを期待した患者とのトラブルになりかねないので注意が必要である。
　　　担当医はあくまで医学的事実に基づいた現状や今後の経過を述べられるに過ぎず、後遺障害の有無・程度を認定する立場にないことに留意すべきである。
　イ　医業類似行為療養の場合の対応方法
　　　医業類似行為等で療養していて、最後に後遺障害診断書の作成を患者に求められた場合は、症状推移の経過等が不明なため後遺障害か判断できないことも多く、安易に後遺障害診断書の作成に応じる必要はない。
　　　どうしても後遺障害診断書の作成を患者から請われれば、その診察時点の所見を記載し、因果関係が不明であればその旨も記載しなければならない。
　ウ　健康保険使用の場合の対応方法
　　　交通事故診療において健康保険を使用した場合は、症状固定の説明・判断は基本的には行わない。
　　　健康保険診療であるため労災保険や自賠責保険とは異なり、症状固定の概念はないからである。ただし、健保切り替え事例のように経過中に保険の変更があった場合は、症状固定を判断することもある。
　　　特に交通事故では「一括・示談代行」（任意保険会社が加害者に代わって交通事故の賠償を取り扱い、治療費支払いを一括で処理すること）の場合、症状固定や後遺障害の認定には任意保険会社の考えが強く影響する感が否めない。被害者・加害者間の損害賠償の当事者ではない担当医に認定結果が通知されることもない。
　　　さらに、被害者が認定再審査を申し立てても、損害保険料率算出機構が被害者自身を診察することもない。提出された書類で再審査されるだけであるから、再審査申立てには原認定のどこが誤っているかを医師として把握しておく必要がある。判断や認定に不服がある場合、最終的には申立人（患者）が裁判を起こすことになるのである。
以上
